
Title 分配の外部性 : パレート最適分配の意義
Sub Title The externality of distribution
Author 横山, 彰

Publisher 慶應義塾経済学会
Publication year 1977

Jtitle 三田学会雑誌 (Keio journal of economics). Vol.70, No.3 (1977. 6) ,p.382(128)- 393(139) 
JaLC DOI 10.14991/001.19770601-0128
Abstract
Notes 資料
Genre Journal Article
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=AN00234610-19770601-

0128

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会または出版社/発行者に帰属し、その権利は著作権法によって
保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守してご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to the respective authors, academic societies, or
publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese Copyright Act. When quoting the content, please follow the Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


目 次

効用相互依存性と分配の外部性 

所得分配の公共財的性質 

バレート最適分配の意義 

結

序

厚生経済学は，伝統的に効率一分配の二分法を採ffl 
してきた。そして効用の独i t 性の仮定の下で，資源の 

効率的問題はパレ- ト最適基準により定式化され，競 

争均衡とバレート最適との関係についての厚生経済学 

の基本定理が構築された。この基本定理の例外がいわ 

ゆる市場の失敗である。競争メカニズム自体の情性 . 
硬直性，不確実性や収獲適增，外部性，公共財等が存 

在する時には，市場がたとえ完全競争TfJ場であっ.ても， 

バレート最適は競争均衡によって達成されず市場の失 

敗が生ずる。それゆえ，政府の経済活動が要請され，

この政府活動が効率基準に基づく配分活動である。さ 

らに，競# 均衡がバーグソソ，サんユルソン型の社会 

的厚生関数で求められる想的分配を必ずしも保諷し 

えないので，配分活動とは別に政府の分配活動が要靖 

される。このように伝統的厚生経済学においては,’競

争均衡が分配面からみていかなるものかという問題は， 

市場の失敗とは別個に議論されてきた。

との伝統的厚生経済学に对し，現卖には個人はまた 

同時に社会的存在であり，個人の選好行動は独立的で 

なく他の個人の選好•行動と相互依存関係にあると認 

識する効用相互依存性に甚づ < 経済分析がなされてき 

た。最近では，効用相互依存性による分配の外部性に 

熊点を当分配問題を市場の失敗における外部性， 

公共財の特殊ケースどして分析したバレート最適分配 

モデルをめぐり,数多くの譲論がなされている。

そこで本稿では，効用相互依存性を特定化しいくつ 

かのバレート最適分配モデルを検討し，その意義と限 

界を考察する。

n 効用相互依存性と分配の外部性

ホ ジ ク マ ン ， 口 ジ ャ ズ （H. M. Hochman & J. D. 
R od gerp )は，1%9年の論文『パレート最適再分配J) 
において，W分配の使益が受領者侧ぱかりでなく，負 

担者侧にも生ずる点を指摘した。この資担者側の便益 

の源泉として彼らは，①所得の不確実性に対する保険 

動機と，②効用相互依存性を考えた。この時期彼らは， 

効用相互依存性を利他主義的態度とのみ結びつけてい 

た。

法（1 ) 福岡正夫〔明 参 照 。 ，

( 2 ) 消费関数論♦ におけるI  S. D eusenberry〔恥の空間的相対所得仮説，効用相互依存性をんッジ17—ス•ボック 

スで示したK. E. B ou ld h ig〔5 〕，異時点間の消费選択における現代世代と将来世代の消費の招;^依存に関するA, 
K. S e n 〔60〕； S. A. M argliii〔32〕。 ■ r

( 3 )  H. M. Hochman & J‘ D. Rodgers r24〕。.
. ( 4 ) 所得の不確爽性に対する保險動機について，K .エ A rrowは,-『政府の说ー安出政策や私的チャリティ一で示され 

るW分配に対する逃好のかなりの部分は保險に対する逃好とぽ解釈できると論じている(K- J. A rro w〔2 〕p. 
947)。社会保隙に関し同様の解釈をなしているのが，大熊一郎〔68〕。 •
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分配の外部性

広義において，効用相互依存性とは， 人の効用関 

数に含まれる財が市場で価格づけされなレ、状態を意味 

す^e。)従って，通常の外部効果や公共財的性質を有する 

経済活動が効用関数に含まれる場合も，広義では効用 

相互依存性と解せる。し力、し, 3 i常の外部性と効用相 

互谈存性による外部性は次の点で異なる0 通常の外部 

性は，技術的生産特色による消費の外部性であるのに 

対し，効 /]^相 ;5：依存性によ'る外部性はある程度社会的 

• 政治的な心理现象による消費の外部性を意味する。

ミシャン（E. J. M i s h a n )の表現をもってすると，前
( 6 )

まが物理的外部性で，後者が心理的外部性である。

効用相互依存性による分配のタ}•部性とは，富裕者が 

貧困者の物質的厚生や特定財（住ホ• 食ffi等）の消費水 

準の改善から効用を得て,ぎ裕者の効用関数に貧困者 

の所得や特定財の消費水準が食まれることを意味する0  
いま富裕者*‘ の効用関数をか =  U \ Y i ,  Y j ) とし， 

U ^ Y i >  0, U ^ Y J >  0 を仮定する。ここで F f, Y j は 

各々富裕者 i , 貧困者 i の所得を示し， U 、 i  =  d l P l  
d Y u  U ^ Y j ^ d U ^ l d V j で F f 等の漆字は偏微分を示 

す。この時，が r ゾ> 0 は効用相互依存性による分配の 

外部性を意味する。このサ配の外部性は，これまで利 

他主義的動機とのみ結びつけられ理解されてきたQ し 

かし，この分配の外部性は，貧困者に対する利他主義 

的態度だけに限られず，貧困者の所得を増大させるこ 

とで，革命*犯罪から自らの地位や生命を守ろうとす 

る自己防衛動機や，所得の不確実性に対する保険動機 

といった利己主義的態度によっても生ずる。 従って 

U ^ Y j > 0 という分配の外部性が個人!■の利他主義的態 

庇，正義の.意識あるいは安定的社会を維持したいとい 

う望みによって動機づけられるにせよ，ここでは重要 

ではない。 Y i が個人 i の効用関数に含まれることこ 

そ重要である。さらに，効用相互依存性による分配の 

外部性は，潜在的受領者の所得や，外部性を生ずる食 

糧 .住宅等特定財の消費が非常に高まると外部性が限

，た界的関連を失うというAミで，大気汚染や庭園とい( 8 )
通常の物理的外部性とは異なる。

この効in相互依存性による分配の外部挫モデルを> 
本節で,また分配の外部性が対称的かつ普遍的に社会 

全体に及び，社会の所得分配状態を公共財とするモデ 

ルを次節で检する。

C9) .7 ：モデル

(1)

[ 1 ] ホックマン.ロジャ

ホックマン，P ジャーズは， 2 人モデルで2 個人 i 
と i の効用関数が, I P を，次のように想定した。

ひ，ニび乂 Y j )
I P  ニ I P び j ,  Y i )  - ’

ここで F f, Y i は，各々個人 i ,  j の所得を示し，総 

所得一定r け y y  ニ F oを仮定する。さらに，、個人 /, j  
とも自分自身の所得の限界効用が正，びれ .> 0 , I P "  
> 0 を仮定する。この仮定と①すべての移転が個人*‘， 

; とも悪化させないパレート改善的であり，②すべ 

ての移斬が高所得者から低所得者になされるという2  

つの制約め下で，ホックマン，ロジャーズは，高所得 

者の効用極大化行動のみを分析する。移転前の初期に

おいて， プで，がびレ { のとき個人れよ移(10)
転をおこなうことで改善される。そして，個人ゾの効

用関数 I P において， l P Y j 〉U 3 Y i が満たされてい 

れぱ，当然個人プもこの移転を受領することで改善さ 

れる。従って初期において， &  U W j > U ^ Y t  
&  U〜 j > l p Y i のとき，個人 i は移転者， 個人メは 

受領者となる。このとき個人れよ，自らの効用を艇大 

化するため個人プ•へ自発的移転を行い，その結果，被 

人；も改善される0 その移転量は, 移転者 i の選好の 

みに依存する。ホック々ン.ロジャーズの移転めパレ 

ート最適条件は， M ax. U ^ ( Y u  Y j )  sub. to F< +  
5 0  =  の制限付極大の必耍条仲

(2) U^Yi ニか Yj.'
である。この②式は，移転者にとって，自分自身の 

所得の限界効用と受領者■；'の所得による限界効用が均 

等することを意味する。

このホックマン . ロジャーズの譲論を明確にするた 

め因解してみよう。いま(1)式の効用関数を有する個人

J. D. R o d g e r s〔4 4 )参照。

E. J, M is h a h〔35〕。.
この点に! しては，G. B r e n n a n〔7 〕〔9 > W .  B r e i t〔6 ]  R. J 'Z e c k h a u se r〔5の参照。

外部性の腺界的関迪や他の外部性概念については，J- M. Buchanan & W. C. S tu b b le b in e〔I3 〕参照。

H. M. Hochm au &  J. D. R o d g e r s〔24〕，.このモデルの原型'は J. M. B u c h n a n〔11〕邦訳 pp. 331-3 に兑い

出せる。 • •
( 1 0 ) たとえ， Y i <  Y j でも U i Y r > U i Y i ならぱ個人i は移転をおこなう？：とで改善される。しかしこの移転は低所得者 

から高所得者になされるので，制約③に反する。 .
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[三III学会雑誌j 70卷 3 号 （1977年6 月)
*，メの選好が図1 のお差別曲線群で示されるとする。

ムん ‘.，，が は個人*‘ の無差训'曲線を，/ / ,  ..., IjE 
は個人メの無差別曲線を示す。y , y , 直線は,所与の 

総所得 1%に ぉ け る と Fプの可能なすべての組 

合 せ （Kプ，Y t ) を示す。 いま務転前の初期所得分配 

か で あ る と き ，個人 / はB点で自らの

I f '  17 Ij- Ui
個 2 >

<因 1>
効用極大を達成するまで，個人プ•へ移車力をする。この 

移転により個人メもんa の無差別曲線から， より高 

位の無差別曲線 I j B へシフトできる。このE 点は， 

個人 :’ の と r メ 2 財間の腺界代替率（M RS) と 

F も 1 ^ 2 財間の限界変形率（M R T) との均等点であ 

る。従って，U^rj lU^Yi  = l より，U ^ Y } ~ V ^ Y i  の(2) 
式か成立する時，個人れよ効用極大を達成できる。ま 

た，初期所得分配点がD , であるなら，同様に個人； 

はE 点で効用極大を達成できる。 図 1 で示された y  
^ 0 直線上のさまざまな効用の組合せをとることで，

図 2 のような効用可能性曲線あ る 、は厚生フロンチィ 

ア P!CP2 が描ける。 この厚生フロ ン テ ィ ア PiC Pgは, 
P i B と E P e の区間で右上がりとなってい(さ)。 とのよ 

うに厚生プロンティアが右上がりになる場合としズ，

ダラーフり2? .  V. G ra f f )は，次の 3 つのケースをあ 

げている。

m その第一は，社会的变形関数が箸しく富の分配に 

依存する場合である。.......
0り消費における外部効果も，同様の結果をもたらす。 

….‘，まず二人しかいない社会を考えてみよう。消費に 

おける外部経済が非常に顕著で，かつ非対称的である 

とすると， 《からクへの財の移解は双方の厚生を高め 

るかもしれない。……
(iii)より大きな社会では，さらに外部不経済がブロン 

チィアに右上がりの傾きを与える可能挫がある。…… 
ホツクマン . ロジヤ一'ズの議論は, （りのケースにつ 

いて何ら言及せずに，つまり社会的変形関数が富の分 

配と独立であるとして，（H)のケースに注目した。個人 

， j が(1)式の効用関数を有するとき，厚生フロンチ 

ィアP 1CP2の傾きは，

(3) d i p
d W '

Yi -
U ^ Y  1—U !

U ^ y T
Yi

で示せる。

(ィ) . がy i  -  i p Y j  く 0かつ I p y r  j - .  
または

I (12) J. de V. G ra a f f〔22〕邦訳 pp. 79-80.
(18),ニ ?"'で こ つ い て は ， J* d® V. Gr a af f〔22：) 4 , 付段参照。.但し原書p‘ 74の 4 ^ = =  一 ご か Vか /* 

は で 右 辺 分 母 は dtiり‘ 》-  0"… Xi。。郎 訳 P，96

— 一 1 3 0 ( 5 5 ^ ) —
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分配の外部性

.ひ‘y_/>Qかつひ*yゾ' - U ^ Y t < 0
P 1CP3 は右上がりとなる。（イ）は区問 P ,B ,

(ロ）U^Yi
のとき，

(ロ)は区間E P gで成立している。（イ)，（口)のどちらも成立 

していないとき，区間B E のように右下がりになる。

図 1 , 2 において，移転前の初期点がA 点であるな 

ら，この初期点はパレート最適点でない。個人■/が戦 

略的行動をとらない場合，個人 i は単純に個人メに移 

転を行う。その結果A 点からB 点へ移り， 方とも改 

善される。 B 点では，が Y i  = びY J であるので, 厚生 

フロンチィア P 1CP2 の傾きはゼロとなっている。 こ

のB 点を越えると，個人 i の移転に対する需要は消減 

する。

.いままで2 人モデルを考ましてきたが， I が同所得 

で同質的選好を有する個人i の集合であるとしよう。 

このとき，集合 1 の構成員は自らが移転費用を鱼担し 

なくとも個人/への移転による便益を享受できるとい 

う意味で，個人 i への移転は集合I の各構成員にとっ 

て公共財となる。こうして，通常の公共財のケースと 

同様，银i合 1 の各構成員は，いかなる自発的移転に対 

しても貢献しようとしなく，フリーライダー行動をと 

るであろう。『それゆえ，資源を使用しなくと.も移転 

は公共財である。従ってマスグレイプ（R. A. M us- 
g r a v e )の区分では， 移転は論理的に配分部門で供さ 

れるべきである。なぜなら，配分部門の役割は，資源 

のパレート最適配分を確保するために必要な公共活動 

をなすことにあるからである。J ! とホックマン♦ ロジ

を受領者達に分配するという同意の下で，その移転総

額と，これを移転者達が分担する比率をバレート最適(16)
によって求めるととが可能となる。こうして， ’十、ッタ

マン* ロジャーズは，効用相S 依存性による分配の外

部性モデルを一般モデルに拡大し，分配の外部性と、

う市場の失敗に焦点を当てるそして彼らは，この市

場の失敗を克服しバレート最適を達成するため，強制

的な?J分配政策を正当化した。

しかし，政府の分配政策をバレート最適甚取によ

りH 当化しようとする彼らのパレート最適再分配モデ

ルが，バーグソン.サムエルソン望め社会的厚生関! it
(IV)

を必要としていないと解することは誤りである。彼ら 

の分析は，® 1 , 2 のA 点からB 点 （あるいはD' 森か 

らE点)への移動のようなパレート改善のみを取扱っ 

ているのであり，区 問 B E の F o K o直線上の点，あ 

るいは区間B E のフロンティア上め点で示されるパ 

レ一ト最適分配の中から1 点を選択する問題には適用 

できない。この問題を解くためには，バーグソン .サ 

ムエルソン型の社会的厚生関数が必要となる。 ■ 
従って,’ホックャン.，ロジャーズのいうバレート]^

適再分配は二次的再分配で，本源的再分配は，社会的 

.構造と所得階層間の力関係に依存しているといえる。

[ 2 ] (20)

ポーリーモデル

ポーリ一モデルの特色は，個人 i の関心が個人ゾの 

効用水準を改善することにあるのではなく，個人ゾの 

消費バタバンを変えることにある。 2 人モデルで，個 

X i  , プ' の効用関数を各々次のように想定する。

( 4 ) び{ニZ/f (ズ1<， " . ， X m i t  ズmメ）

(5) ニ i P  {Xij, .‘...，Xjaj)
個 人 は ，個人 i の 財 消 費 水 準 X m jに関心を有し， 

自分の効用関数（/ シこズmプを含めている。ここで個人 

i ; ゾともすベての財の自分自身の消費の限界効用は

ャーズは論した。

さらに，受領者 i の立場の人々がP 人存在する場合，

P 個の公共財が存在すると考えられるが，次のような 

移転者側の選好仮定で単純化できる。それはすべての 

移転者が最も貧しい者に最大の移転をなすことを選好 

するという仮定である。この仮定の下では，底が平ら 

で な 、湖に水を満たしていくのと同じ方法で移転総額

注(14) G raa ffの r消費における外部経済が非常に顕著で，かつ非対称的であるとするすると…』は，（イ)の場合t / ' r i = 0 で 

U i Y i - U i Y j < 0 ,む>Vy>0, (ロ〉の場合び'V / = 0 で U‘Y‘>0, U J Y j - U j Y i < 0を意味し(イXロ)の条件に含まれる。

(15) H. M. Hochman & J. D. R o d g e rs〔25〕p. 1,000.
(16) G- M. Von F urstenberg  & D. C. M u e lle r〔19〕<> この分析によるバレート最適範Mは L. J o h a n s e n 〔30；) に 

よって拡張されたE. L in d a h lの図解と全く同じ方法で導出されている。

(17) H. M. Hochman & J. D. R o d g e rs自身，『我々のアプローチは， 分配行動が個人問比^をなす社会的厚生関数 

なしに正当化されうることを意味する。j と当初論じていた。（H. M. Hochman & J. D. R o d g e rs〔24：) p. 543)
(18) H. M. H o ch m an〔23), H. M. H ochm an及 J. D. R o d g e rs〔27；i。もし分配の外部性が対称的で極端に強いなら 

ぱ，厚生フロンティア図2の破線P /C P , ' となる。 この時パレート最適分配はC点のみで，社会的厚生関数を必要と 

しない。とのC点では，t/<Kiニび''r ' かゥU f Y i - U i Y i力；成立。この点に関する分析はR. H. S c o t t〔助参照。

(19) R. A, M u sg ra v e〔38〕。
(20) M. V. P a u ly 〔4 1 X とのをデルの原型は，J. M. B u ch an an〔12〕に見い出せる◊:

— 131^555)——
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正であると假定する。つまり，

( 6 ) ひしftt>0，U ' ^ x k j ^ ^ f  ☆ニ 1, …，m  
いまパレート最適の必、要条件をまめるため，次の制 

限付極大化問題を考え？プ。

M ax. U  (A'jf, ‘. .，Xni i ,

(•三ffl学会雑誌j 70巻 3 号 (1977年(5月）

との(8)’式のパレート最適条件は，ホ.ックマ ン . ロ ジ

ャ一ズの最夢条件(2)式とは異なる。移艇とは交換価格 

がゼロの取弓Iを意味するので，が ニ 0が(8)'式で成立 

しているならぱ，（8)'式は移転によ

sub. to ひ '̂ (も / ， Xm.j)~ 
.が レ 1 , ニ 0, ; X k = X k i  +  X k j ,  

k ~ l ,  in
ラダランジュ乗数を使って制限付極大問題を書けぱ，

(7) Liニ …,
^m i) — -H5^F(a：i, ...‘，Xm)

となる。ここでん ^ は，ラグランジュ未定係数であ 

る。との制限付極大の必要条件は，

(8) デ仏  +  ニ ___ ど 巡 - fy
めメびシf ゴ Uシ びしI•一 も ニ ん ，"

である。従って(3)式は，

(8)/ ‘ — k f  ニ ^ ^  ョ ん

に変形できる。わ，,n は の 服 界 費 用 ，が は ズ饥 

の交換価格を示す。（8 )あるいは(8〉/ は，個人 i ゼ、、自ら 

のズm 消費量変化が個人プのズm 消費量に及ぽす効 

果をreS識している場合の最適条件て、ある。もしひシ^  
> 0 であれば，個人 i は 1 単位と交換に個人 j か 

ら得るニューメレールが;*;m 量と，そ の ダ 1 単位 

を’個人プ‘ が消費すること か ら 得 る 使 と 

によゥ〔， X m 1 単位の損失（ニューメレール量） 

をまさに補償できる点までユ."1 財価格を下落させ，効 

用の極大化を計る。そして個人 i は，個 人 j に対し 

P x m  — P ^ x m — U ^ x m j j U ^ x i i だ け ’ャ饥財の倾格を引き 

下げることで効用極大を達成できる。 もしびシ„1-メ< 0  

のときは，個人 i は，X m 1 単位と交換に個人j から

得るニュ ー メレールが=ダ；̂量によっ て,そのダ肌 1 単 

位を個人；が消費することからこうむる損失U^a；mjl' 
び む i と， -■'̂ 7711 iji位の損失とをまさに補償できる点 

までズm 財価格を弓Iき上げようとする。つまり，個人 

は，個人 •?‘ に対しわ*xm-i>:cmュ - U l ■ i l l J l だ

って達成される。し. ハ 3)

か し じ ' x̂，n j > 0 の 仮 定 よ り キ 0 である。従ハて,
ト最適が達成されX m 財の現物移転によってはパレ 

ない。

2 人モデルを拡大して,いま社会が

(9) U ' - U  { X i i ,  .，‘，.Ttoi, A.jk", X,fii，y 
の効用関数を有する個人の免-合I ( /ニ 1, … ，n ~ l )  
と(5)の効用関数を有する個人_?-ひ= « , ..., t ) の集合J  

.から成るとする。この場合，.バレート最適の必要条件 

は，次の制限付極大条件を求めれぱよい。

M a x . .び二び-(AT„, •••, Xmi, Xjnn,…，Xmt) 
Sub. to U^(Xii,  ..., Xmi, Xtnnt ズ》1() ニ

i f 1/"つ ま り \
，.キI v ニ2, ，

ニ  U ン .;
•/e J (つまりメニ

*■ ■* ズ》i ) ニ 0;
^k=TiXki-^JlX]cj, ☆ニ 1, ‘..，mM jeJ

u K x . j ,
w —Ij

-11, ...り

ラグランジュ乗数を使りて

(1(| L  — U  (atjj, ..., Xfni , X 7 n t ) + Z ^ ^iel
^ m i

め が レ 1プ，
X m )

この制限付極大の要条件は ,

^ v i m

， +  OF (a：i,

<V=1 
一 び0り +  2  

U J

⑫ " 巧 ：をf e -
w x m 3

セid xi i  x i j
この武は，集合 I に厲するすべての個人が集合J に厲 

するさまざまな個人と異なった交换比率で取引するこ 

とか，.パレート最適達成に必要であることを意味する.。 

正確な交換比率はX r njル外部効果の強さに依存する。 

このパレート最適の必要条件はサム >3：■ルソ.ン （P. 
A. S a m u e ls o n )の公共財の定式化と同じで，各;プにけズm 財価格を引き上げて効用を極大化する( f〉

注(2!) W後極大問題を考える時，極大達成の：::階条件を満ナダために必要な凸性に開する仮定はすべて満たされてぃるもの 

とする。 ，

(22)ハ-̂ ^し"リ?1_0のズ" '財はメジツト財， び‘'W く 0 の x „ 財はデメ •；ット財といわれている◊ メ JJタト財として食膨 
f摊 医 原 , 教育等，デメリット財としては, 酒，タバコ等があげられる。

(23) Hochman & R o d g e rsの最適条件(2)はが;̂ „ ^ 0 を意味する。もしび^^„,/ーびし, " / = 0 ならぱ

び^  = 0。これに対し(8》'では， />*«. ~ ゆえにび' x««i>0のとき(2〉と(8〉，は異な

る。（2)(8) か同値であるのは， のとき

(24) V/(J «1{'こ厲するすぺてのj を示す。

(25) P. A. S am uelson〔45〕

132(556)
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分配の外部性

ついて E M R S = M R T で示される。 すべての個人は同じ所得分西iに直ISiしている。.‘，…つ

ポーリ一モデルめような効用相互依存性が存在するまり所得分配は純粋公共財のすべてのI I 賞を有する。

，， ' - •  ' 挑除は不可能で，消费は非競合的である。i とサロ ~
は論す*る。そして彼は， リンダールの IS的交換理論 

における租税ルール（限界使益価格づけ） を暗黙に採用

場合には，現金転は個人ゾに対する交換比率を変え 

ないということで，また現物移転もび•̂ょm i > 0 のとき 

々換比率) ^ * キ0であるので，パレート最適を達成で 

きないといえネo’効用相互依存性の型とパレート最適 

達成のための効率的移転;珍態の関係については，.次の 

糧会に梭討することにする。

m 所得分配の公共財的性質'

前節で分析した2 つのモデルでは，.ある個人 i の効 

用関数に，他の個入メの所得，あるいは外部性を生ず 

る財の消費水準が含まれていた。これに対し，本節で 

換討するモデルでは，社会の各構成貫が所得分配状態 

について選好を有すると想定される。サ ロ ー （L. C. 
T h u r o w )は，この着想を， 1_971年の論文『純粋公共 

財としての所得分配J で示した。彼は，サムユルソン 

の公共財の定式化と全く同じ方法でパレ— ト最適所得 

分配を示し得ると主張した。

ま-たプライト（W. B r e i t ) も，サローと同様，所得 

分配状態を公共財と認識した。しかし彼は，サロ-*の 

ようにパレート最適所得分配を求めるのではなく，現 

実の所得分配状態がいかに達成されたかを考察した。

し， 分配の社会的使益と社会的費用との差を最大化 

することで，所得分配の最適供給量を決定しようとし 

た0 彼の結論は，パレート最適所得分配において各個 

人の所得分配と自らのm 得の限界代替率の合計が，所 

得移転と所得分配の限界変形率に等しくなけれぱなら 

ないということであ.っテこ) o このノレート最適所得分西i 
の定式化について，サ は ，f所得p j分配は， 数学 

的には公共ま出の理論に関するサムユルソンの定武化 

の梓組で容易に取扱える。』と主張した。しかしサロ 

一は，この点を数学的には十分に示していない。そこ 

で，バレート最適所得分配をサムユルソンの定式イ 

よって求めるために，次の制限付極大問題を考えよう< 
M ax. I P  ニ W  ( F i , X )
Sub. to :2, S

[ 3 ] サローモデル

サロ一は》 社会の各構成員の効用閱数を次のように

想定する。

⑥  U ^  =  U ^ ( Y i ,  X )  ; /ニ 1, . ，.，S ,
ズ ニ …， Y s )

ここで F i は個人 ?’ の所得を示す。 またX は， 社会 

構成員の所得の度数分布の任意な概念測定値で，社会 

の所得分配状態を示す。サロ" は，このX をすベての 

社会構成員の効用関数に学量消費の形で入る純粋公井 

財と考える。6■所得分配は純粋公共財である。社会の

が （F i ,' 'Y )ニf /。*
F  ( r ,  'Y) =  0, ここで

Y  =  X ニ . . .， Y s )

Y i は，個人 i の 税 （補廣支払を含む）ー移喔後の所得 

を意味する。この制限付極大問題をラグランジュ乘数 

を使うて書くと，

( Y ^ ,  X ) + ^ p H u K Y u  め一 CV]
+  0 F ( Y ,  X )

これより次の制限付極大の必要条件を得る。

ね41 V i '  X W ^ y i  + h ^ ^ U ^ x X Y i  + O F r ^ \ - O F x X Y i
ニ 0

では，ス*ヨ1。
か◎を変形すると

- 0

注(26) G. Daly & J ‘ F. G ie r tz〔16〕〔17〕参照。’
( 2 7 ) 社会的経请的安定性に対する選好，所得の不確実性に对する保険選好，乎等に対する価値を反映している。

(28) L. C. Thurow  .〔54〕。
(29) W. B r e i t〔6 ；)。

(30) L. C. T h u ro w 〔54〕pp. 328-9.
(31) ニ d Y けId X q ここで：I V は最小所得移転。この導出に関しては，C. Brown. G. Fane & J. Medoff

CIO)参照。 ,
(32) L. C. T h u ro w 〔54〕pp. 333-4.
(33) Y. Ng (39-)参照。

• —— 1 3 3 ( 5 5 7 ) ------



(■三IB学会雑誌j 70卷 3 号 （1977年6 月）

V i: O F y  +  ^ 2 jr +  O F ^ )  X y i  =  0

こ れ と よ り 次 の よ う に な る 。

0•ダ y <:
a r o $ より，パレート最適の必要条件は

(1$ f .  U ^ x
k=l  U ^ Y k

J ； X  
■ F v

(34)

従って,我々は S M R S - M R T というサムュルソン 

流のパレート最適条件により，パレート最適所得分配 

を求められた。

ところが， F( Y, X )  =  0 という社会変形関数を導 

く前提は,’私的財と通常の公共財に関する社会变形関 

数を導く前提と異な,る。衆知のように，財政支出は実 

質的支出と移転支出に分類されてきた。前者は，社会 

の資源の一部を実際に使用する財政支出で，この実質 

的支出の増加は，民問経済の生産機会を減少させる。 

後者は，社会の各構成員の購買力を变化させるが，民 

間経済の生産段会に何ら影響をかえな、財政支出であ 

る。通常の公共財は，上の分類でいえぱ，実質的支出 

である。従って,この増加が民間経済の生産機会を減 

少させるという前提によって,-私的財と通常の公共財 

に関する社会変形関数が導かれている.。これに対し， 

我みは移転支出の結果与えられる社会め所得分配状態 

X を考えている。従って，ある所得分配X をもたらす 

政府の移転支出は，本来何ら民間経済の生産機会に影 

響を与えないという意味で，m i がゼロと考えられて 

きた。しかし，市場において各要素がその限界生産物 

に応じ報酬を受取っている時の初期所得分配状態から

乖離することは，資源の効率的配分を損、低産出量へ 

導き，社会全体の実質所得を減少させる可能性が , 
そこで，ぽ分配費’用ゼロのケースだけに瞧定 せず， 

F ( r ,  x ) = o という社会変形関数を考えた。 もし再 

分配費用がゼロであるならぱ，バレート最適所得分配 

の必要条件は，（û の右辺をゼロにした次式である。

袖 ' ニ り  ，

サロー 自身は，最小移転支出を再分配の社会的費用と 

して誤っている。彼の数字例では，社会の初期総所得 

と税（補償支払を含む）一移転後の総所得とは同額で， 

分配費用ゼロを想定しているひ: k って，サロー の定式 

化でのパレ一ト最適所得分、配の必要条件は(1ダである。

こうして，我々は所得分配といち公共財の最適供給 

の必要条件(10あるいは()L$'を得た。しかし，このパレー 

ト最適所得分配は，特定の:期所得分配に結びついて 

いる。つまり，各パレ… ト最適点は， （1  ら 、 み） 

の特定ぺクトルに属する。ここで1 は税ー移転後の総 

所得Y の镇合, はパレート最適所得分配X の集合,
^ 0 は初期所得分配みの梟^ を示す。従って，各バ 

レート最適点のどの点が公正であるかについては，や 

はりバ一グソeソ•サムユルソン型の社会的厚生関数を 

必要‘としている。 •

[4 ] プライトモデル

プライトは，単純多数決の投票プロセスを通じて現 

実の所得分配力;達成されるという意味で，所得分配状

W r / + X ；>?^?7*jvXK,+<?Fy=0 と誤って得たもの。

( 3 5 ) これに関速してS ro w ri等は，『所得分配は公共財としての消費特性を有しているがサムエルソンの公共財生産につ 

いての仮定を満たしていない。』と論じている。（C  Brown, G. Fane & JT. M edoff〔10〕pp. 301-2) つまり

め ニ0 といラサムユルソンの公共財生産仮定は，もしFat=VOならぱぱニX (F ) を 意 味 し サ ロ ー の 义 Ys) 
と矛盾するとB ro w n等は主張していると思える。しかしF 〔F, X  { Y u  F . ) ] = 0 は Fズ与0 ならば，X C Y , ,… ， 

■̂り= / び )を意味するだけで， を意味していない。従ってF び，め = 0という社会変形関数 

を想定できる。すこすd F ( Y , めニ0 は,私的財と通常の公共財に関する社会疲形関数の前提と與なる前提に基づいている。

(36) W. B r e i tび ），ん R  L e n ie r〔31〕参照。これは，一括税 lump-sum t a x は不可能であるので謝-税が資源利;け

を不効率にしま出造に必ずダメ一ジを与えるということを意味する。ところがサムエルソンの公共財定式;化では一描说

が想定されている0 従ってサムユルソンの定式化の枠組では， F (F . X ) = o は i?び ）= 0 を意味し最適条件は(Iがで示 
される。

(37) L. C. T h u to w 〔54〕p. 332.
( 3 8 ) 初期所得分® ‘ム自体，財摩権を含めたすべての権利，ル ル ，機会の制度的構造のベクトルで示せる。『権利やル 

- ル，機会の構造は高レペルの么共財である。これはバレート最適移転がなされた後に取扱われるべく残されているoJ
(H. M. H o ch m an〔23〕p, 358), ' . .

134(<3*55) ■~ —

注(34) Ibid., p. 6 でド,，：----- —------------------ニク-p~ (でミ1) を N g は必要条件としている。 この必要条件は(14)をド；； 

ス，'ひV f +ミ びA'Xrf

:̂ Ci：TJjwipwwi

I

i



分配の外部性

態を結合供給される公共財と認識する。彼のモデルの 

特教は, パレ ' - ト最適所得分配を求あるのではなく， 

現実の所得分配状態がいかに達成されたかを分析しよ 

うとした点にある。 ，

彼は，①経済が 2 財しか生産しておらず，をこの 2  

財はいかなる外部劾果を有さず，③実質産出量の最大 

と 一 •致する唯一の所得分配が存在する'ことを仮定し 

た。この最大産出量は，各個人の 2 財問の限界代替率 

M R Sと限界変'形率M R Tが均等する時達成される。そ 

して各耍素ぱ，その限界生産物に応じ報酬を受取る。こ 

の最大産出量は，因 3 のH 点で示され，膨界生産物に 

応ずる報酬で生ずるジニ係数はU で示される。この図 

3 では横軸に貨幣所得分配状態としてジニ係数を，縱 

軸に経済の実質産出量を示してある。図 3 のジユ係数

< 因 3 > 出所：〔6〕一 2

U から左右のいかなるジ.ュ係数への貨幣所得の再分配. 
も資源の効率的配分を害するので，U からの乘離は低 

ま出量へ導くとプライトは考えた。ここで各所得分配 

状態の下での極大産出量を示す産出可能曲線は，図 3 
の太線のように描ける。このジュ係数と極大産出量を 

結びつけている産出可能曲線上の点は，ある所得分配 

の下での2 財の生産可能曲線の中で最も効率的な点を 

示すと解せる。このとき，所得分配に対する中位選好 

を有する代表的個人について因3 のような無差別曲線 

が描け，この個人はジニ係数をもたらす再分 S3を選

好するとプライトはいう。因 3 に描かれているのは代 

表的個人だけであるが，背後にはE を中位数とする社 

会全体の個々人の選好ジュ係数が分布していると考え 

られる。この場合,個々人の選好序列は単條型の性賞 

を有し，単純多数決ル一ルの下では社会の中位選好を 

有する個人が自らに望まし、分配調盤を達成できるで 

あろぐところが個々人のゾニ係数で示された所得分 

配に対する選好は，需給面で公共財間題をもたらす。 

需要而では.，投票者が中位数をまらめ有利に調整する 

ような戦略的行動をとる問題や，.フリーライダー問題 

が生ずる。供給面では社会のすべての個人が結合供給 

される同一*のジニ係数に従わねばならないという政治 

的外部性の問題が生ずる。こうして純多数決ル~ル 

の下で結合供給される所得分配は,パレート最適では 

ないが，現実に達成される所得分配であるとプライト 

は論じた。

サロー，プライトのモデルの検討で，所得分配状態 

という公共財をパレ一ト最適のみの梓組で分析するこ 

との旧難性が明らかになった。この困難性は，パレー 

ト最適基準だけでは公共政策の考察にとって不十分で 

あるという当然の帰結を意味する。

. バレート最適分®^の意義

本節では，パレート最適再分配が再分といえるか 

否かという問題を検討しよう。この間題は，初期所得 

分配をいかに定義するかによるであろう。初期所得分 

配が定義されると，各個人に対する政府の再分配効果 

は，個人の初期所得と現行の政府活動下で個人が手に 

する所得即ち最終所得とのきで与えられる。そめとき 

再分配は，各個人の初期所得と最終所得の差を示すベ 

クトルとして定義できる。この最終所得は,初期所得 

がいかかに定義されても同じで，海衡予算の下で課税 

後の要素所得と，すべての最終政府サービスの移転と 

便益の合計で定義されうる.。従って，.物期所得分配を 

いかに定義するかにより宵分配効果は異なる。..いま次 

の 3 つの初期所得分配を定義する。

( 1 ) 私的部門の活動のみによる分配

(2 ) 私的部門の活動と政府の配分活動による分配

(3) 私的部門の活動と政府の配分活動とパレート最

许(39) 'W V B rd t〔6 〕P * 1 4 .脚注(36)参照。 ゎ " 人 此

(-40) J. M.  Buchanan &  G ‘ T u llo c k 〔1 4 )が示しているように，多数決ル-ルは集合め行動に伴う社だ的相互依存費

用との関係で決まる社会め意思決定ルールの一つにすぎない点に注目サねぱならない。

( 4 1 ) G. T u l lo c k 〔56〕参照。
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適分配（効率的移転）による'分配 

. このような各々の初期所得分配で再分配する前の個 

人の順序づけを行い，それを基準に政府が平等不平等 

を判定し，再分配政策をおこなうとする。（1)の定義と

(2), (3)の定義との異は，政府の配分活動による分配 

を初期所得に含あるか否かにある。（1)の初期所得分配 

で平等不平參を定義することは，人々が限界生産物で 

順序づけられるべきという規範的原理と，政府活動の 

すべての効来は，再分配に含まれるべきだという分類 

上の理由に基づいている。し力、し，（1)の定義は市場で 

効率的に供給されえない財を供給する政府の役割を無 

视しており，生;や消費における外部性が存在すると 

き個人の社会的限界生産物を認識していない。この問 

題は，(2), (3)の定義では生じない。パレート最適分配 

モデルは，（2)の定義を採用する。政府の再分配政策か 

ら各納税者が使益を得る範囲では，この再分配政策の 

供給は納税者側の共同消費と考えられる。この再分配 

政策の供給は，効率的な資源配分達に必要である。

この再分配政策から得る限界使益に従って移転者は課 

税され，移転受領者は便益について■税されないとい 

う仮定の下で，効率的移転を配分活動と認識すること 

は，その効果が初期所得分配に帰せられるべきことを 

示唆する。パレート最適分配は,納税者に便益を与え 

るので，そのような移転を受取ることが受領者の限界 

生産物の一部といえる。つまり(2》の定義より(3)の定義 

の方が個A 人の限界生産物によって順序づけようとす 

る親範的原理fc整合する。従って，パレート最適再分 

ま再配分ともいうべき本質を有していると認識でき 

、る。 -
これは，図 2 のA 点を初期所得分配とはせず， B 点 

を初期所得分配と定義して，このB点から区間b e 上 

の 1 点へ:ンフトさせることが政府の再分配政策と認識 

することである。サローモデルでいうならぱ，現行の 

財産制度等の制度的構造の下で達成されるパレート最 

適所得分配を初期所得分配と定義し，この初期所得分 

配から社会が公正と考える所得分おへシフトさせるこ 

とこそ政府の分配活動といえる。このようなシフト'が， 

マスグレイプのいう本源的再分配である。

パレ— ト最適再分配モデル[ 1 ] [ 2 ] の有意性は，厚 

生フロンチイアの右上がり区間の範® によって決まる。

この右上がり区間の範囲は，分配の外部性の強さに依 

存する。もしこの区間が®  2 の場合より非常に狭く，

この区間に初期点があるとき，バレート最適^^分配を 

舍めた政府の配分活動がなされた後も極線な不平參状 

熊が社会に残るb さらにこの右上がり区の範囲とは 

無関係にバーグソソ ，サムユルソン型の社会的厚生開 

数で示される賦された分配基準が必要である。とい 

うのも，パレート最適再分配モデル[ 1 ] [ 2 ] は，移転 

者側の選好を強調し，受領者侧の選好がほとんど反映 

されていないからである。この意味で, モデル[ 1 〕[ 2 ] 
は，部分均衡分析といえる。ここにパレート最適再分 

@3の重要な限界が存する* またモデル[ 1 ] [ 2 ] には， 

移転者侧に選好の同質性が仮定されてV、る点や分配の 

外部性に関する情報収集困難性の限界があげられ

所得分配状態を公共財と認識したサロー モデル[ 3 ] 
は，移転者と受領者の所得分配に対する選好を共に考 

慮している点と，移転者伽の選好同質性を仮定してい 

ない点で，モデル[ 1 ] [ 2 ] より傻位といえる。サムェ 

ルソンの公共財定式化の梓組でパレト最適分配の必 

耍条件を求めるとZ；MRS =  0 であった。この条件を 

満たす各バレ一ト最適点は，初期所得分配によって異 

なる。従って，何らかの賦課された分配基準が必要と 

なる。その他にも，このモデル[ 3 ]の限界として通常 

の公共財供給に関するフリT"ライダー問題等の困難性 

がそのまま飲当ずる。

またプライトモデル[ 4 ] は，代表的個人がまらの所 

得に対ずる選好を無視している点に限界がある。いま 

(もりを所得公配状態 .ズにおける個人Z•の立場とす 

る。この時プライトは,
0》 ド/, JeH : (,x, i) Iも. (x,  j ) .

を想定している。ここでぜは個人のま合である。⑩は， 

すべての個人が所得分配状態.における自らの立場と 

他のすべての個人の立場とに関し無差別であることを 

意味する。つまり，代表的個人はまらの選奸所得分配 

状態では自らの立場が最低所得者であろうと，最高所 

得者であろうと，’何ち問題でないとプライトモデル

[ 4 ] では解釈できる。プライトは，単に代表的個人？

が次のように選好すると考えた。

(1̂  んドタ（キ;V) f ズ ：.
ここで，ズは所得分配状態の俊合である。⑩は，代表

注( 4 2 ) パレ- ト最適分配モデルはすべて略黙のうちに分配の外部性以外の市場の失敗が存在しなぃと想定してぃる<
(43) J ‘ Behrens & E. Sm olensky〔4〕# 照。
(44) G. Brennan ( 9 〕p. 241.
015) E' J ‘ M ish an〔36〕参照。
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的個人 i がある所得分配状態--tを他のすべての所得分 

配状態より厳密に選好することを意味する。しかし我 

々は，所得分配状態の集合'てと個人め染合がのデ力ル 

に対する代表的個人 i の序列を考えねト積（組合せ)
(46)

ぱならない。

V 結

効用相互依存性による分配の外部性を認識したパレ 

一ト最適分配モデルの主要な問題点は，次のように結 

論できる。 ’
1 パレート最適分配モデルの効率的移転は再分配 

より再配分として認識すべきである。

2 ホ ッ ク マ ン . taジ，ャ 一ズキデ ル [ 1 ] とポーリ'一 

モデル[ 2  ] は，共に移転者側の選好のみを強調した部 

分均衡分析である。 .
3 サ ロ ー モ デ ル [ 3 ] に よ り ， バ レ 一 ト 最 適 所 得 分
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